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第 1 段階は，習が共産党トップとなった第 18 回党大会（2012 年 11 月）であ
る。同大会では，改革・開放開始以降の超長期目標である「小康社会の全面的
実現」を再度掲げた。第 2 段階は，改革・開放の「全面的深化」のための政策
配置を行った第 18 期 3 中全会（2013 年 11 月）である。ここでは，トップ・ダ
ウンの形で政権の意図が示された。そして第 3 段階は，改革・開放推進の体制























































































































補足説明すると，（1）劉の部長更迭は 2011 年 2 月と習政権スタート前だった
が，執行猶予付き死刑判決が出たのは 2013 年 7 月で，腐敗退治本格化の先触



















































（建国初期に副首相など要職を歴任。2002 年 5 月死去）についても，公式の伝記が










































ると，規定発出後の 2 年間でこれに違反したとされる案件が 6 万 2404 件，8
万 2533 人が関係し，2 万 3259 人が実際の党紀処分を受けたという（12）。あえて
こうした古いやり方をとることで毛沢東時代を彷彿とさせる党内状況を作り出
そうとしているようにみえる。











































易相手国（2013 年に輸出で第 2 位・シェア 18.1％，輸入で第 1 位・シェア 21.7％）
であり，第 2 に，投資先としてもアジア域内で最大（同年のEU，ASEANを一
括りとみたベースでも国別ベースでも第 4 位，金額ベース・シェア 6.7％）の地位を









































































したように売上高経常利益率（５％台）は，全世界平均 3.9％より高い。第 3 に，
日本への外国人観光客として中国は第 3 位であり，2014 年は 131 万人が来日



















































































たものの 16.3％増，73 億 5200 万ドルと史上最高を記録，「第 4 次対中投資ブ
ーム」と呼んでもおかしくない水準に達していたのである。
しかし，2014 年入り後，対中投資は大きく減速し，通年で 43 億 3000 万ド
ル（対前年比 38.8％減，速報値）となった。第 1 の原因は，すでにみた両国関
係の悪化，停滞である。投資決定は実施より 1 年以上前になされることが多
い。2012 年秋以降の関係悪化の影響が 2014 年になってから出てきたとみられ
る。第 2 の原因は，中国の景気が減速してきたことである。中国のGDP成長











相手国としては，EUやASEANを一括りでみた場合は 2013 年（以下同）に第 4
位，国別で第 2 位である（輸出第 3 位・シェア 6.8％，輸入第 3 位・シェア 8.3％）。
日本が貿易相手国第 1 位だった 1985 年のシェアが 30.4％だったことからする
と地位低下は明らかである。第 2 に，外国投資国としては，香港，シンガポー
ルという華人経済を除けば第 1 位だが，総額ベースのシェアは毎年約 6～7％，
1990～2012 年累計で 6.8％にとどまる。第 3 に，訪中観光客は両国関係悪化の
影響もあり減少傾向が続いている。総数は 288 万人と第 2 位であったが，その
前 7 年間は 300 万人台だったことからすると地盤沈下している。確かに，「日
本にとっての中国」に比べるとその重要性が相対的であることは否めない。










みると，技術貿易収支は 2 兆 8174 億円の黒字（アメリカに次ぐ世界第 2 位）で，


































後者に関して，都市部市場の現状をみておこう。中国で 1 人当たりGDPが 1
万ドルを上回る都市が初めて出現したのは 2007 年で，蘇州，無錫（いずれも
江蘇省），深圳（広東省）の 3 都市にすぎなかったが，2013 年現在は 42 都市に













外投資を急増させている。2013 年には 1175 億 9000 万ドルの外資を受け入れ




























最新データをみると，2013 年の日本の対ASEAN投資は 2 兆 4425 億円，対
中国投資は 9415 億円であった（財務省国際収支統計）。また，同年の投資残高









































































































⑴　「習近平中国主席が 2015 年新年祝辞」（「中国通信」2015 年 1 月 7 日付け）。
⑵　「逐歩適応和習慣当下中国的新常態−学習《習近平総書記系列重要講話読本》和近期




































「ドーナツ型」に対比して「ピザ型」と呼んでいる（伊丹 2013, 第 4 章）。
⒄　日本貿易振興機構海外調査部・中国北アジア課「在アジア･オセアニア日系企業実
態 調 査―─ 中 国 編──（2014 年 度 調 査 ）」（http://www.jetro.go.jp/news/releases/ 
20141211348-news）。
